
 

 

三木市創生計画策定検証委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 三木市創生計画 人口ビジョン・総合戦略（以下「創生計画」とい

う。）の策定及び見直し並びに創生計画に係る施策の検証を行うため、三

木市創生計画策定検証委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を調査審議する。 

(1) 創生計画の策定及び見直しに関すること。 

(2) 創生計画に係る施策の検証に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員１５名以内で組織する。 

２ 委員は、住民及び関係行政機関の職員並びに産業、経済、教育、金融、

労働及び報道等についての有識者のうちから市長が委嘱する。 

３ 委員の任期は２年以内とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とす

る。ただし、再任は妨げない。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠け

たときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、委員

の委嘱後最初に行われる会議は、市長が招集する。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができな

い。 

３ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。 

 （開会方法の特例） 

第５条の２ 委員長は、次に掲げる場合において、適切かつ効果的な委員会

の運営の観点から特に必要と認めるときは、映像と音声の送受信により相

手の状態を相互に認識しながら通話することができる方法（以下「オンラ

イン」という。）を活用した委員会を開くことができる。この場合におい



 

て、議事の公開の要請への配慮、委員等の本人確認及び自由な意思表明の

確保等に十分留意するものとする。 

 (1) 重大な感染症のまん延防止措置の観点から又は大規模な災害等の発生

等により委員会の開会場所への参集が困難と判断される実情がある場合 

 (2) 育児、介護等のやむを得ない事由により委員会の開会場所への参集が

困難な委員からオンラインを活用した委員会の開会の求めがある場合 

２ 前項の場合において、委員は、委員会にオンラインによる出席を希望す

るときは、あらかじめ委員長の許可を得なければならない。 

３ 前項の規定により委員長の許可を得て委員会に出席した委員は、前条第

２項の出席委員とする。 

（部会） 

第６条 第２条各号に掲げる事項について必要があると認めるときは、委員

会に部会を置くことができる。 

（会議の公開） 

第７条 委員会及び部会（以下「委員会等」という。）の会議は、これを公

開する。ただし、三木市審議会等の会議の公開に関する条例（平成２０年

三木市条例第１号）第４条各号に該当する場合は、委員長は、委員会等に

諮り、会議の全部又は一部を非公開とすることができる。 

（秘密保持義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のため

に利用してはならない。委員を退いた後においても、同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会等の庶務は、総合政策部縁結び課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会等の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月３０日から施行する。 

（招集の特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に招集される委員会の会議は、第５条第１

項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

附 則（平成３０年４月１日） 



 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日） 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年４月１日） 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年８月１日） 

 この要綱は、令和２年８月１日から施行する。 

 

 


